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１ 計画改定の趣旨                              

 北広島市（以下「本市」という。）では、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45

年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）に基づき、平成 24 年 3 月に平成 24 年度

から令和 8 年度までを計画期間とする「北広島市一般廃棄物処理基本計画」を策定し、目標

数値の達成に向けて廃棄物処理及び生活排水処理の基本方針を掲げ、各種施策を推進して

きました。 

現計画は、15 年にわたる長期を展望した計画であることから、国や北海道の計画を踏ま

えるとともに、ごみ処理や生活排水処理を取り巻く状況の変化に対応するため、概ね５年ご

と、もしくは廃棄物に関する社会情勢等の諸条件に大きな変化があった場合は、随時見直し

を行うこととしています。 

本市の廃棄物処理システムは、北広島市クリーンセンター（以下「クリーンセンター」と

いう。）に最終処分場を整備し、昭和 54 年度から埋立を開始し、昭和 55 年度には破砕処理

施設、平成 4 年度には資源リサイクルセンターを整備し、破砕選別処理による埋立物の減

容化や資源ごみの選別圧縮保管によるリサイクルの推進を行ってきました。 

その後、多様化する廃棄物を適正に処理し、最終処分場の延命化のため、更なるごみの減

量化に向けた取組が必要となり、平成 22 年度に既存の破砕施設の老朽化やリサイクルセン

ターの能力不足を補うため、新たに資源リサイクルセンターを整備、平成 23 年度には、北

広島市下水処理センターに生ごみを下水道汚泥等と混合してバイオガス化処理するバイオ

マス混合調整棟を整備し、循環型社会の形成と廃棄物処理システムの確立を図ってきまし

た。 

一方で、現計画の策定時に使用していた第５期最終処分場はすでに埋立が終了し、新たに

造成した現在埋立を行っている第６期最終処分場についても、計画量よりも多くのごみが

排出されている現状においては、当初の想定より短い期間で埋立が終了することが予想さ

れています。そのため、嵩上げ工事の実施による埋立容量の増加を含めた第 6 期最終処分

場の延命化と今後の最終処分場の確保について計画的に検討することが必要となっていま

す。 

また、本市を含めた２市 3 町で平成 25 年度に道央廃棄物処理組合を設立、後に栗山町が

加入して２市４町となり、平成 27 年度に「道央廃棄物処理組合ごみ処理広域化基本計画」

を策定し、令和６年度からは千歳市根志越に建設される焼却施設において、焼却処理が開始

される予定です。広域での焼却処理の開始に伴い、新たなごみ分別区分や効率的で経済的な

収集運搬体制の構築、焼却灰の最終処分先の確保など、体制の整備を進める必要があります。 

さらに、令和５年３月に予定されている北海道ボールパーク F ビレッジの開業や、それ

に伴う事業活動の活発化による廃棄物の増加が予想されることから、市民・事業者・行政が

第１章 計画改定の基本的事項 
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連携し、更なる排出抑制や分別の徹底による減量化・資源化対策を行う必要があります。 

以上のことから、廃棄物処理システムやごみの排出量等の様々な条件に大きな変化が見

込まれるため、現計画の見直しを行うこととしました。なお、本計画の改定にあたっては、

本市におけるごみ処理・生活排水処理の課題や、海洋プラスチック、食品ロスといった新た

な課題に対する国の方向性にも配慮し、循環型社会の形成等を目指すため、本市の基本方針

を定め、今後進めていく施策や施設整備等について定めるものとします。 
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２ 計画の位置づけ                               

 本計画は、廃棄物処理法第６条第１項において、市町村が定めなければならない計画とし

て位置づけられている一般廃棄物処理計画（ごみ処理基本計画、生活排水処理基本計画）に

ついて定めるものであり、北広島市総合計画（第 6 次）のもと、北広島市強靭化計画を指針

とするとともに、国や北海道の関連計画、関係法令などと整合性を図りながら策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-１ 計画の位置づけ 
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３ 計画対象区域                                

 本市の行政区域全域（生活排水処理基本計画については、南幌町、由仁町及び長沼町から

のし尿等処理委託分を含む）とします。 

 

４ 計画の範囲                                

 本計画では、家庭系及び事業系のごみについて、収集運搬から最終処分に至るまでの基本

方針と施策を策定します。 

 

５ 計画期間                                    

本計画の期間は平成 24 年度から令和８年度までの 15 年間とし、中間目標年度を５年ご

との平成 28 年度、令和 3 年度に設定して見直しを行うこととしていましたが、ボールパー

クの整備予定地となったことや道央廃棄物処理組合の設立により、平成 28 年度に行う予定

であった前期の中間見直しを見送りました。 

しかし、現計画の策定時からはライフスタイルの変化や新たな工業団地の造成など本市

の廃棄物に関する諸条件に変化が見られ、また、令和６年度から広域で焼却処理が開始され

ることが予定されるなど、ごみ処理体制にも大きな変化が見込まれることから、令和２年度

に現計画の見直しを行うこととしました。 

 

 

 

 

 

 

【改定後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期 

 

平成 24 年度～28 年度 

中期 

 

平成 29 年度～令和 3 年度 

後期 

 

令和 4 年度～8 年度 

前期 

 

平成 24 年度～令和２年度 

後期 

 

令和３年度～８年度 

令和２年度 

計画見直し 

図１-２ 計画期間と目標年次 
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図１-３ 北広島市の位置 

第２章 地域の概況 

１ 沿革                                    

市名のもとになっている「広島」は、明治 17 年に広島県人 25 戸 103 人の入植によっ

て開拓されたことに由来します。明治 27 年に月寒村から分離し「広島村」となり広島村

戸長役場を開設、昭和 43 年に町制を施行して「広島町」となり、平成 8 年の市制施行に

より現在の「北広島市」に至っています。 

 

２ 位置・地形                                

本市は、石狩平野南部に位置し、北西は道都札幌市、北は江別市、東は長沼町と南幌町、

南は恵庭市に接している周囲約 52.5km、総面積 119.05 ㎢ の都市です。 

地形は、南西部にある島松山（標高 492.9m）付近を除いては、標高約 100m 前後の丘

陵が各所にあって起伏に富んでいます。また、市内東部の低地には、水田などの農地が広

がっています。 
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図１-４ 人口と世帯の推移 

図１-５ 年齢別人口比の推移 

出典：「国勢調査」 

出典：「国勢調査」 

３ 人口                                      

（１）人口の推移 

本市の平成 27 年 10 月 1 日現在の国勢調査における人口は 59,064 人となっています。

人口の推移としては、昭和 45 年からの北広島団地造成とともに急増しており、平成 4 年

には 5 万人に達しました。その後も増加を続けてきましたが、平成 22 年の国勢調査では

初めて減少に転じ、以降は漸減傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年齢別人口構成比の推移 

平成 27 年 10 月 1 日現在の国勢調査における年齢別人口構成割合は、0～14 歳人口が

12.2％、15～64 歳人口が 58.7％、65 歳以上人口が 29.0％となっています。年齢別人口構

成割合の推移としては平成に入ってから、0～14 歳人口割合は減少傾向が、65 歳以上人

口割合は増加傾向が大きくなっており、本市においても、急速に少子化・高齢化が進行し

ています。 
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図１-６ 産業人口構成比の推移 出典：「国勢調査」 

表１-１ 就業者数の産業別比率 
（３）産業人口構成比の推移 

 

平成 27 年 10 月 1 日現在の国勢調査における 

産業別人口構成割合は、第 1 次産業が 2.1％、第 

2 次産業が 17.1％、第 3 次産業が 80.8％となっ 

ています。第 1 次産業は昭和 40 年が 53.2％と 

半数以上を占めていましたが、その後急激に減 

少しました。一方、第 3 次産業が昭和 50 年には 

59.5％と半数以上を占めるようになり、現在では 

8 割と本市の産業の大部分を占めています。 
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第2次産業

第1次産業

人数 構成比

559 2.1%

農業 549 2.1%

林業 8 0.0%

漁業 2 0.0%

4,482 17.1%

鉱業 18 0.1%

建設業 2,224 8.5%

製造業 2,240 8.5%

21,225 80.8%

電気・ガス・熱供給・水道業 130 0.5%

情報通信業 587 2.2%

運輸業 2,235 8.5%

卸売、小売業 4,622 17.6%

金融・保険業 419 1.6%

不動産業 484 1.8%

学術研究・専門技術サービス業 802 3.1%

飲食店・宿泊業 1,246 4.7%

生活関連サービス・娯楽業 1,195 4.5%

教育・学習支援業 1,452 5.5%

医療・福祉 3,606 13.7%

複合サービス事業 254 1.0%

サービス業 1,974 7.5%

公務他 1,183 4.5%

分類不能 1,036 3.9%

26,266 100.0%

分類

一次産業

二次産業

三次産業

合計

平成 27 年 10 月 1 日現在の国勢調査における産

業別人口構成割合は、第 1 次産業が 2.1％、第 

2 次産業が 17.1％、第 3 次産業が 80.8％となって

います。第 1 次産業は昭和 40 年が 53.2％と半数以

上を占めていましたが、その後急激に減少しまし

た。一方、第 3 次産業が昭和 50 年には 59.5％と半

数以上を占めるようになり、現在では 8 割と本市

の産業の大部分を占めています。 
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表１-２-１ 廃棄物処理基本方針 

第３章 国・北海道の計画 

１ 廃棄物処理基本方針                             

国は、廃棄物処理法に基づき「廃棄物の排出の抑制、再生利用等による廃棄物の減量その

他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（廃

棄物処理基本方針）を定めています。平成 28 年 1 月に内容の一部変更・追加がなされまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要

・環境保全と安全・安心を重視した循環の実現を図る。

・世界的な資源制約の顕在化や、災害の頻発化・激甚化、地球温暖化を始めとする地球環境

　問題など、廃棄物処理・リサイクルを取り巻く状況の変化に対応する。

・大量生産、大量廃棄型の社会の在り方を見直し、循環型社会への転換を推進する。

・エネルギー源として廃棄物を有効利用し、循環共生型の地域社会の構築を推進する。

排出量
【一般廃棄物】平成24年度比12％削減

【産業廃棄物】平成24年度に対し増加を3％に抑制

再生利用率
【一般廃棄物】平成24年度の21％から27％に増加

【産業廃棄物】平成24年度の55％から56％に増加

最終処分量
【一般廃棄物】平成24年度比14％削減

【産業廃棄物】平成24年度比1％削減

国民の役割

・食品の購入に当たっては、適量の購入等により食品ロスを削減する。

・自ら排出する一般廃棄物の排出抑制に取り組むとともに、事業者が排出する一般廃棄物

　の排出抑制に協力する。

・使用済み小型電子機器等を市町村へ引き渡すなど、事業者が法律に基づいて行う措置に

　協力する。

事業者の役割
・製造から流通、販売に至るまでの全体において排出される廃棄物の排出抑制に努める。

・再生利用による減量を行い、廃棄物の適正な循環的利用に努める。

市町村の役割

・普及啓発や環境教育により、住民の自主的な取り組みを推進する。

・一般廃棄物について、適正な中間処理及び最終処分を確保する。

・他市町村及び都道府県との連携による広域的な取組の推進及び広域的な循環的利用を

　後押しするよう努める。

・一般廃棄物の処理に関する事業コストを分析し、効率化に努める。

・食品循環資源の再生利用促進のため、民間事業者の活用・育成について、市町村が定める

　一般廃棄物処理計画において、適切に位置づけるように努める。

・災害時における適正かつ円滑・迅速な処理体制が確保されるよう人材育成に努める。

国の役割

・地方公共団体との連携及び先進事例の情報提供による各種制度等の普及啓発に努める。

・各種特例措置の円滑な運用を図る。

・市町村及び都道府県の適正なごみ処理について、技術的・財政的な支援に努める。

・ポリ塩化ビフェニル廃棄物について、地方公共団体と連携しつつ確実かつ適正な処理を

　進めていくものとする。

・水銀廃棄物の適正な回収を促進する。

廃棄物の適正

処理を確保す

るために必要

な体制の確保

・一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集運搬し、適正に処理できる体制

　を確保する。

・産業廃棄物を最大限循環的利用した上で、焼却その他の中間処理、最終処分が適正に

　行われる体制を確保する。

・不法投棄、不適正処理を防止するため、監視体制を構築し早期発見を図る。

・国と地方公共団体が連携し、優良産廃処理業者認定制度の普及を図ることで優良な

　処理業者の育成に努める。

施策推進

に関する

基本的事項

項目

基本的な方向

1人1日当たり家庭系ごみ排出量：500ｇ/人・日

家庭系食品ロスの発生量を把握している市町村数：200市町村

家電リサイクル法上の小売業者の引取義務外品の回収体制構築市町村割合：100％

使用済み小型電子機器等の再生のための回収実施市町村割合：80％

減量化の目標

（令和2年度）

その他の目標

（平成30年度）
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表１-２-２ 廃棄物処理基本方針 

概要

今後の要最終

処分量と全国

的な施設整備

の目標

・食品廃棄物の再生利用に係る施設は、他の市町村や民間の廃棄物処理業者と連携して、

　処理能力の向上に取り組む。

・焼却処理施設については、中長期的には、焼却される全ての一般廃棄物について熱回収が

　図られるよう取組を推進していくものとする。

・最終処分場の残余容量の予測を行い、必要となる最終処分場を継続的に確保する。

一般廃棄物の

減量その他そ

の処理に必要

な施設の整備

・循環型社会推進交付金制度を活用し、中間処理施設及び最終処分場の整備に取り組む。

・し尿を含む生活排水を持続的に処理する汚水処理システムを構築する。

・今後見込まれている廃棄物処理施設の維持管理コストの増大に向け、

　ストックマネジメントの手法を導入し、計画的かつ効率的な維持管理を図る。

産業廃棄物の

適正処理に必

要な処理施設

の整備

・熱回収施設設置者認定制度を活用しながら、適正処理の確保を基本としつつ

　温室効果ガスの排出抑制に配慮した処理施設の整備を推進する。

・ポリ塩化ビフェニル廃棄物や石綿含有廃棄物の処理体制を整備するため、

　無害化処理認定制度を積極的に活用する。

優良な廃棄物

処理施設への

支援

・税制上の優遇措置や政府系金融機関の融資を通じて優良な処理施設の整備を推進する。

・高効率の廃棄物熱回収・燃料製造を行う施設の整備や省エネ化を促進する。

地域住民に対

する情報公開

の促進

・地域住民の信頼を確保するため、処理方法や維持管理の計画を積極的に情報公開する。

・処理施設の設置許可に当たり、提出された意見に対する見解を明らかにするよう努める。

施策の基本的

考え方

・災害廃棄物を可能な限り分別し、迅速に適正処理する体制を確保する。

・平時の備えを確実に推進し、非常災害時における知見を踏まえた施策を図る。

災害廃棄物対

策に係る各主

体の役割

【市町村の役割】

・非常災害時にも対応できる強靭な廃棄物処理体制の整備を図る。

・国や都道府県の策定する計画と整合性のとれた災害廃棄物処理計画を策定する。

【都道府県の役割】

・災害時の広域的な対応のため、関係機関・団体との連携を平時から進める。

・区域内の市町村の災害廃棄物処理計画の策定支援を行う。

【国の役割】

・大規模災害時に司令塔機能を果たすため、環境省地方環境事務所が中心となり

　地域ブロック単位での平時の備えを進める。

・地方公共団体のみでは処理できない場合には、国による代行処理を実施する。

【事業者及び専門家の役割】

・事業者及び技術専門家は、平時から技術の集約や情報発信を行うとともに、

　災害発生時には発生した廃棄物を主体的に処理するよう努める。

・大学、研究機関等専門家は最新の知見が十分に活用されるよう各種団体に協力する。

処理施設の災

害時の運用

・災害発生時の廃棄物処理に対応できるよう余裕をもたせられるよう、

　区域内の産業廃棄物処理等の情報把握に努める。

災害廃棄物対

策に関する技

術開発と情報

発信

・国は災害廃棄物処理に必要な技術開発を行い、得られた成果をわかりやすく周知する。

・地方公共団体は、地域住民に対して積極的に情報発信を行い、住民理解の確保に努める。

非常災害時にお

ける施策を実施

するために必要

な事項

項目

廃棄物処理施設

の整備に必要な

処理施設の整備
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表１-４ 北海道廃棄物処理計画の目標値 

表１-３ 北海道循環型社会形成推進基本計画の目標値 

２ 北海道循環型社会形成推進基本計画                        

「北海道循環型社会形成推進基本計画」は、循環型社会の形成を更に加速させるための新

たな枠組みとして、平成 20 年（2008 年）10 月に公布された「北海道循環型社会形成の推

進に関する条例」に基づき策定され、その後、国の「第４次循環型社会形成推進基本計画」

などを踏まえ、バイオマスの利活用の推進などそれぞれの地域特性に応じた北海道らしい

循環型社会の着実な形成に向け、令和２年（2020）３月に第２次計画が策定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 北海道廃棄物処理計画                            

 北海道は、廃棄物処理法に基づき令和 2 年 3 月に「北海道廃棄物処理計画（第 5 次）」を

策定しました。 

 この計画は、国の廃棄物処理基本方針で示されている廃棄物の排出抑制や適正な循環的

利用、適正処理の確保のほか、北海道が目指す循環型社会の実現に向けたバイオマスの利活

用について目標を設けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 指標

一般廃棄物排出量 1,873 千ｔ 1,700 千ｔ

１人１日あたりのごみ排出量 961 ｇ/人・日 900 ｇ/人・日

１人１日あたりの家庭ごみ排出量 598 ｇ/人・日 550 ｇ/人・日

産業廃棄物の排出量 38,741 千ｔ 37,500 千ｔ

一般廃棄物のリサイクル率 24.3 ％ 30 ％

産業廃棄物の再生利用率 55.5 ％ 57 ％

一般廃棄物の最終処分量 316 千ｔ 250 千ｔ

産業廃棄物の最終処分量 679 千ｔ 570 千ｔ

バイオマスの利活用

に関する目標
廃棄物系バイオマス利活用率 89.8 ％ 90 ％

基準年度

平成29年度

目標年度

令和6年度

排出抑制

に関する目標

適正な循環的利用

に関する目標

適正処分の確保

に関する目標

指標 現状（平成29年度） 目標（令和6年度）

意識度：93.2％ 95％以上

実践度：21～68％ 60～80％以上

一般廃棄物の排出量 187万トン 170万トン以下（約10％削減）

一般廃棄物の1人1日当たり排出量 961ｇ/人・日 900ｇ/人・日以下（約5％削減）

リサイクル率 24.30% 30％以上（約6ポイント増加)

最終処分量 32万トン 25万トン（約20％削減）

ごみ減量化、再使用・再利用のための

具体的行動（道民意識調査結果）


